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１． はじめに 

2004年 10月の新潟県中越地震において走行中の新

幹線が脱線する事故が発生した．この事故を受け，JR

東日本では脱線被害を抑制する対策の一環としてレ

ール転倒防止装置の研究開発を進めている１）．これま

でに軌道延長の約 9割を占めるスラブ軌道用につい

て開発を完了し，2009年度より順次導入を進めてい

る．本稿では，新幹線のバラスト区間で使用する地震

脱線対策用レール転倒防止装置（バラスト軌道用）に

関する開発の概要と，営業線で試験敷設を実施した内

容と結果を報告する． 

２． レール転倒防止装置（バラスト用）の基本設計２） 

（公財）鉄道総合技術研究所（以下，「鉄道総研」と

いう）を中心として開発したバラスト軌道用レール転倒

防止装置の基本設計に基づく試作品を図 1 に示す．スラ

ブ軌道用がレール締結装置間に新規設置するのに対し，

バラスト軌道用はＰＣまくらぎ上で既設のレール締結

装置を保護するものであり，有道床軌道全体（レール＋

レール締結装置＋ＰＣまくらぎ＋道床バラスト）でレー

ルの転倒および大幅な横移動を防止する性能を確保し

ている点が大きな特徴である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発においてはレール締結装置の部材としても所

要の性能を満足することを確認したが，さらなるメン

テナンス性の向上を考慮した形状改良を実施するこ

ととした． 

 

 

 

３． 改良設計 

形状改良にあたっては当社管内の新幹線保線技術セ

ンターなどの意見を踏まえ，以下の項目を満足すること

とし，図 2に示す形状を設計・試作した． 

(1) 板ばねの視認性向上 

(2) 受台の調整が可能 

(3) 締結ボルト部に雨水・ゴミ等が堆積しない 

そのほか，絶縁性能の向上を目的として転倒防止装置

とＰＣまくらぎが接する箇所をゴムから絶縁材（SMC）

に変更し，板ばね側部については 2mm の離隔を確保し，

軽量化も図った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 営業線試験敷設３） 

(1) 試験敷設の概要 

期間：2012年 6月～2013年 3月 

区間：東北新幹線（下）白石蔵王～仙台間 

 

 

 

延長：1265m（軌道回路 1単位延長） 

確認項目：以下 3点について現地にて確認する． 

① 敷設時の施工性 

② 敷設後の材料状態 

③ 営業線の軌道回路への影響 

 

 

 

図 2 改良形状【軌間内側用：6.3kg，軌間外側用 6.8kg】 

軌間内側 軌間外側 

選定理由： 
① 全区間バラスト軌道であり一軌道回路であること 
② 耐震補強優先エリアであること 
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図 1 基本設計（プロトタイプ） 

ゴム⇒SMC 

2 ㎜の離隔 
（板ばね側部） 

受台 
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(2) 敷設時の施工性について（確認項目①） 
2012年 6月～7月で試験敷設区間にバラスト軌道

用レール転倒防止装置を敷設した．一回あたりの施
工延長は 50mから 100mであった．今回は軌道回路 
への影響を確認しながら敷設延長を延伸したため，
実施工における一回あたりの施工延長は拡大可能で
あると考えている． 
(3) 敷設後の材料状態について（確認項目②） 
材料状態については締結ボルトの軸力および絶縁

材に着目して経過を確認した。 
① 締結ボルトの軸力 
ボルト軸力については，図 3に示すとおり，締結

装置への取付前・後で列車速度によるボルト軸力の
差は見られなかった．また，取付前での初期応力は
47MPa，取付後の初期応力は 60MPa であり，ボルト
材料（SS400）の引張許容応力 98.1MPa より 4）十分
小さかった．初期応力からの変動値は取付前で－
9.4～－10.5MPa，取付後で－10.3～－12.1MPaであ
り，取付前後で大きな差はないと考えられるため，
ボルトの緩み，締結力への影響はないと判断できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 絶縁材の状態 

転倒防止装置と PC まくらぎの絶縁性向上のため

に取り付けている絶縁材（SMC）は 11月 1日時点で

34,656 枚中 105 枚（0.3%）について，図 4 に示す

ような剥離またはズレが確認された．内訳は軌間内

側用が 93枚，軌間外側用が 12枚であった．原因と

しては接着強度のほかに転倒防止装置および PC ま

くらぎの製作公差により絶縁板と PC まくらぎの接

触状態が異なることが想定される．さらに，3 月 4

日の一部撤去時の調査では，軌間内側用が 686枚中

116 枚（16.9％），軌間外側用が 686 枚中 21 枚

（3.1％）について剥離が確認された． 

 

 

 

 

 

 

(4) 軌道回路への影響について（確認項目③） 

バラスト軌道用レール転倒防止装置の軌道回路へ

の影響を確認するため，敷設区間における信号受信

レベルの変動について継続的な調査を行った．図 5

のとおり，敷設前後および隣接線と比較しても転倒

防止装置による軌道回路影響はないと判断できる．

また，絶縁板の剥離によっても変動が見られないこ

とがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． 絶縁板の改良 

締結ボルトおよび軌道回路に関する状況から，バラ

スト軌道用レール転倒防止装置の構造について基本

的には現設計で実用化可能であると判断できる．ただ

し，絶縁板の剥離については慎重な評価・検証が必要

である．現在，万が一接着部分が剥離しても絶縁材が

脱落しない構造改良を検討している．なお，改良案の

構造については絶縁試験を実施し，表 1に示すとおり

良好な結果を確認している． 
 

６． まとめ 
(1) 地震時脱線対策の一環で鉄道総研により開発され

たバラスト軌道用レール転倒防止装置を基に現
場社員の意見を踏まえ改良設計を行った． 

(2) 改良設計したレール転倒防止装置を営業線に試
験敷設し，材料状態や軌道回路への影響について，
基本的に問題のないことを確認した． 

(3) 絶縁材についての一部に剥離が確認されたため，
改良案を検討し，絶縁試験を実施したところ，実
用可能な性能を有していることを確認した． 
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 改良案 現設計 記事 
dB dB 

乾燥 0.003 0.003  
湿潤 0.01 0.31 水道水：時雨量 100mm相当 
汚損 0.138 2.78 0.1％食塩水：時雨量 100mm相当 

絶縁材ズレ 

絶縁材脱落 

図 4 絶縁材の状態 

表 1 改良案と現設計の絶縁試験結果 

図 5 軌道回路の受信レベルの変動 
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当該線（R石～仙下27T) 隣接線（L石～仙上27T）(単位：ｄｉｇｉｔ)

※２１００ｄｉｇｉｔになると、軌道回路は落下する。

※４４００ｄｉｇｉｔ：５分間でここまでレベルが落下すると、制御レベル追従は行われない。

※３５００ｄｉｇｉｔ：ここまでレベルが落下すると、これ以上は制御レベルが追従しない。
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現地撤去

施工完了

撤去完了

図 3 締結ボルトの応力 
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